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海外在留証明書は応募者全員が
必要です。
　記載項目が同一であれば、各
企業の書式でも受け付けます。

全項目必ず必要
です。
ただし、公印に
関しては、印の
習慣の無い国か
ら帰国の場合は
サインでも受け
付けます。

志願者が海外にいても、保護者の一方でも帰国した時点で滞在期間は終わりま
す。（日本で教育が受けられるのに、本人の希望で現地に残ったと考えます。）　　　
したがって、保護者のどちらか一方でも日本に残っていた場合は帰国生とは
みなされません。

勤務証明書は保護者の両方またはどちらか
一方が仕事で現地に残る場合に必要です。
　 記載項目が同一であれば、各企業の書式でも
受け付けます。ただし、入学直前の3月31日
（９月入学は同８月３１日）までに帰国の予定
であれば、必要ありません。

証明書が発行さ
れた日です。

この書類の訂正には、保護者の訂正印は使用できません。
誤記のあった場合、再発行、または発行者の訂正印を使用
してください。

1年以内の帰国
が条件です。
帰国時期が未定
の場合、「翌年
3 月 3 1 日 ま
で 」 、 ま た は
「未定」と記入
してください。
空欄は受け付け
られません。

滞在期間につい
ては、下記の
「重要」で確認
してください。　　　　
一度帰国し、日
本の学校に在籍
した場合は、そ
こで海外滞在期
間は切れます。

重要

個人経営等で発行者と保護者が同じ場合は、パスポート
及びＡまたはＢの書類で確認します。
　Ａ 光熱費の支払い領収書等
　Ｂ 領事館発行の在住期間の証明書


